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平成 18 年 12 月期 個別財務諸表の概要 平成 19 年 2 月 6日 
 

上場会社名 アサヒビール株式会社 上場取引所 東証・大証各第１部 
コード番号 2502 本社所在都道府県 東京都 
（URL http://www.asahibeer.co.jp）   
代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏 名 荻 田 伍  
問合せ責任者 役職名 広 報 部 長 氏 名 古田土 俊男 ＴＥＬ 03(5608)5126 
決算取締役会開催日 平成 19 年 2月 6 日 配当支払開始予定日 平成 19 年 3月 28 日 
定時株主総会開催日 平成 19 年 3月 27 日 単元株制度採用の有無 有（1単元 100 株） 
 
1. 18 年 12 月期の業績（平成 18 年 1月 1 日～平成 18 年 12 月 31 日） 
(1)経営成績                                   （百万円未満切捨て） 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
1 8 年 1 2 月期 1,031,060 △2.2 78,596 0.1 76,307 △0.8 
1 7 年 1 2 月期 1,054,161 △5.6 78,513 △14.4 76,905 △13.3 
 
 

当 期 純 利 益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

1株当たり当期純利益 

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経 常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
1 8 年 1 2 月期 38,902 9.6 81 69 81 54 8.8 7.6 7.4 
1 7 年 1 2 月期 35,498 25.9 73 41 72 33 8.5 7.6 7.3 
(注) ①期中平均株式数 18年12月期 476,241,763 株 17 年 12 月期 482,858,405 株 
 ②会計処理の方法の変更 無 
 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は対前期増減率 
 
(2)財政状態    
 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 1 株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 
1 8 年 1 2 月期 1,014,878 449,270 44.3 954 48 
1 7 年 1 2 月期 981,151 433,689 44.2 907 02 
(注) ①期末発行済株式数 18年12月期 470,697,462 株 1717 年 12 月期 478,091,105 株 
 ②期末自己株式数 18年12月期 12,888,400 株 17 年 12 月期 15,494,757 株 
 
2. 19 年 12 月期の業績予想（平成 19 年 1 月 1日～平成 19 年 12 月 31 日） 
 売  上  高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
 百万円 百万円 百万円 
中 間 期 487,200 25,300 12,500 
通 期 1,078,000 77,500 40,000 
(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）  84 円 98 銭  
 
3. 配当状況 
・現金配当 1 株当たり配当金（円） 配当金総額 配当性向 純資産 
 中間期末 期末 年間 （百万円） （％） 配当率（％） 
17 年 12 月期 7.50 9.50 17.00 8,181 23.2 1.9 
18 年 12 月期 8.50 10.50 19.00 8,943 23.3 2.0 
19 年 12 月期(予想) 9.50 9.50 19.00    
          
※上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予測を含んで記載しており
ます。実際の業績は、今後様々な要因によって上記予想とは異なる結果となる可能性があります。 
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比 較 貸 借 対 照 表 

（金額単位：百万円） 

当事業年度 前事業年度 

平成 18 年 12 月 31 日現在 平成 17 年 12 月 31 日現在 
増 減 
（△印減） 

        期  別 

科  目 金額 構成比 金額 構成比 金額 

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  

Ⅰ 流 動 資 産 276,980 27.3 283,947 28.9 △6,967 

 現 金 及 び 預 金 2,575  3,043  △467 

 受 取 手 形 4,984  5,434  △450 

 売 掛 金 202,863  190,726  12,137 

 商 品 ・ 製 品 11,518  9,955  1,563 

 半 製 品 9,234  8,501  732 

 原 材 料 12,002  12,853  △850 

 貯 蔵 品 4,893  4,459  434 

 短 期 貸 付 金 16,436  41,359  △24,922 

 前 払 費 用 7,562  6,660  902 

 未 収 入 金 4,113  5,036  △922 

 繰 延 税 金 資 産 6,756  4,121  2,635 

 そ の 他 1,142  663  479 

 貸 倒 引 当 金 △7,105  △8,867  1,762 

       

Ⅱ 固 定 資 産 737,898 72.7 697,203 71.1 40,694 

 有 形 固 定 資 産 495,729  490,488  5,241 

  建 物 142,409  138,408  4,000 

  機 械 及 び 装 置 147,065  156,267  △9,202 

  工 具 器 具 備 品 45,863  46,529  △665 

  土 地 133,024  123,308  9,716 

  建 設 仮 勘 定 6,562  4,132  2,430 

  そ の 他 20,803  21,842  △1,039 

       

 無 形 固 定 資 産 8,010  8,434  △423 

       

 投 資 そ の 他 の 資 産 234,157  198,280  35,876 

  投 資 有 価 証 券 75,553  73,342  2,210 

  関 係 会 社 株 式 123,181  85,124  38,056 

  長 期 貸 付 金 9,480  14,846  △5,365 

  繰 延 税 金 資 産 5,573  6,421  △847 

  そ の 他 28,541  28,631  △89 

  貸 倒 引 当 金 △8,173  △10,086  1,913 

       

資 産 合 計 1,014,878 100.0 981,151 100.0 33,726 
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（金額単位：百万円） 

当事業年度 前事業年度 

平成 18 年 12 月 31 日現在 平成 17 年 12 月 31 日現在 
増 減 
（△印減） 

        期  別 

科  目 金額 構成比 金額 構成比 金額 

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  
Ⅰ 流 動 負 債 419,277 41.3 385,484 39.3 33,793 
 支 払 手 形 40  271  △230 
 買 掛 金 55,355  52,837  2,517 
 短 期 借 入 金 72,500  47,104  25,395 
 １ 年 以 内 償 還 予 定 の 社 債 40,000  50,000  △10,000 
 未 払 金 16,440  12,967  3,472 
 未 払 酒 税 123,276  124,644  △1,367 
 未 払 消 費 税 等 6,957  5,484  1,473 
 未 払 法 人 税 等 25,208  －  25,208 
 未 払 費 用 35,704  35,125  578 
 預 り 金 39,388  52,530  △13,142 
 コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー 3,000  3,500  △500 
 賞 与 引 当 金 1,265  948  317 
 役 員 賞 与 引 当 金 49  －  49 
 そ の 他 90  69  20 
Ⅱ 固 定 負 債 146,330 14.4 161,977 16.5 △15,647 
 社 債 55,000  70,000  △15,000 
 長 期 借 入 金 49,125  46,500  2,625 
 長 期 預 り 金 35,163  34,503  659 
 退 職 給 付 引 当 金 6,684  10,567  △3,882 
 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 310  406  △96 
 そ の 他 47  －  47 
負 債 合 計 565,608 55.7 547,462 55.8 18,145 

（ 純 資 産 の 部 ）      
Ⅰ 株 主 資 本 434,790 42.9 －  434,790 
 資 本 金 182,531  －  182,531 
 資 本 剰 余 金 159,513  －  159,513 
  資 本 準 備 金 130,292  －  130,292 
  そ の 他 資 本 剰 余 金 29,221  －  29,221 
 利 益 剰 余 金 109,691  －  109,691 
  固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 1,431  －  1,431 
  別 途 積 立 金 65,000  －  65,000 
  繰 越 利 益 剰 余 金 43,260  －  43,260 
 自 己 株 式 △16,946  －  △16,946 
Ⅱ 評価・換算差額等 14,480 1.4 －  14,480 
 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 14,508  －  14,508 
 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △28  －  △28 
純 資 産 合 計 449,270 44.3 －  449,270 
負 債 純 資 産 合 計 1,014,878 100.0 －  1,014,878 

（ 資 本 の 部 ）      
Ⅰ 資 本 金 －  182,531 18.6 △182,531 
Ⅱ 資 本 剰 余 金 －  172,718 17.6 △172,718 
  資 本 準 備 金 －  130,292  △130,292 
  そ の 他 資 本 剰 余 金 －  42,425  △42,425 
Ⅲ 利 益 剰 余 金 －  79,445 8.1 △79,445 
  任 意 積 立 金 －  42,402  △42,402 
  当 期 未 処 分 利 益 －  37,043  △37,043 
Ⅳ その他有価証券評価差額金 －  16,310 1.6 △16,310 
Ⅴ 自 己 株 式 －  △17,317 △1.7 17,317 
資 本 合 計 －  433,689 44.2 △433,689 
負 債 資 本 合 計 －  981,151 100.0 △981,151 
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比 較 損 益 計 算 書 

（金額単位：百万円） 

当事業年度 前事業年度 
自平成 18 年  1 月 1 日 
至平成 18 年 12 月 31 日 

自平成 17 年  1 月 1 日 
至平成 17 年 12 月 31 日 

増 減 
（△印減） 

         期  別 

科  目 
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

  ％  ％  
Ⅰ 売 上 高 1,031,060 100.0 1,054,161 100.0 △23,100 
Ⅱ 売 上 原 価 729,338 70.7 753,797 71.5 △24,459 
 売 上 総 利 益 301,722 29.3 300,363 28.5 1,359 
       
Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 223,125 21.7 221,849 21.1 1,275 
  販 売 奨 励 金 及 び 手 数 料 80,743  77,768  2,975 
  広 告 宣 伝 費 32,726  32,207  518 
  運 搬 費 17,081  17,445  △363 
  従 業 員 給 料 手 当 19,355  19,074  281 
  従 業 員 賞 与 7,378  7,290  87 
  退 職 給 付 費 用 745  2,351  △1,605 
  役員退職慰労引当金繰入額 88  73  14 
  減 価 償 却 費 5,648  5,037  610 
  事 業 税 986  834  151 
  そ の 他 58,371  59,766  △1,395 
 営 業 利 益 78,596 7.6 78,513 7.4 83 
       
Ⅳ 営 業 外 収 益 2,397 0.2 2,959 0.3 △561 
  受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,843  1,955  △112 
  雑 収 入 554  1,003  △449 
       
Ⅴ 営 業 外 費 用 4,686 0.4 4,567 0.4 119 
  支 払 利 息 2,475  2,202  273 
  雑 支 出 2,210  2,365  △154 
 経 常 利 益 76,307 7.4 76,905 7.3 △597 
       
Ⅵ 特 別 利 益 3,480 0.3 2,584 0.2 895 
  固 定 資 産 売 却 益 1,991  503  1,487 
  投 資 有 価 証 券 売 却 益 72  421  △348 
  関 係 会 社 株 式 売 却 益 －  297  △297 
  貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1,416  1,361  54 
       
Ⅶ 特 別 損 失 10,774 1.0 17,870 1.7 △7,095 
  固 定 資 産 売 却 除 却 損 5,454  12,764  △7,310 
  投 資 有 価 証 券 売 却 損 99  77  21 
  投 資 有 価 証 券 評 価 損 52  263  △211 
  関 係 会 社 整 理 損 失 435  1,381  △945 
  関 係 会 社 株 式 売 却 損 91  －  91 
  関 係 会 社 株 式 評 価 損 445  362  83 
  関 係 会 社 出 資 金 評 価 損 534  1,445  △911 
  抱 合 せ 株 式 償 却 損 422  －  422 
  減 損 損 失 3,238  －  3,238 
  土 地 評 価 損 －  1,573  △1,573 
 税 引 前 当 期 純 利 益 69,013 6.7 61,620 5.8 7,393 
 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 30,659 3.0 12,237 1.1 18,422 
 法 人 税 等 調 整 額 △547 △0.1 13,885 1.3 △14,432 
 当 期 純 利 益 38,902 3.8 35,498 3.4 3,404 
       
 前 期 繰 越 利 益 －  5,185  △5,185 
 中 間 配 当 額 －  3,639  △3,639 
 当 期 未 処 分 利 益 －  37,043  △37,043 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 当事業年度（平成 18 年 1 月 1日～平成 18 年 12 月 31 日）              （金額単位：百万円） 

株主資本 
資本剰余金 

 

資本金 
資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成 17 年 12 月 31 日残高 182,531 130,292 42,425 172,718 
当事業年度の変動額     
 自己株式の消却   △13,147 △13,147 
 自己株式の処分   △57 △57 
当事業年度の変動額合計   △13,204 △13,204 
平成 18 年 12 月 31 日残高 182,531 130,292 29,221 159,513 

 

株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金  

固定資産 

圧縮積立金 
別途積立金 

繰越利益 

剰余金 

利益剰余金 

合計 

自己株式 
株主資本 

合計 

平成 17 年 12 月 31 日残高 2,402 40,000 37,043 79,445 △17,317 417,378 
当事業年度の変動額       
 剰余金の配当   △8,607 △8,607  △8,607 
 役員賞与の支給   △49 △49  △49 
 当期純利益   38,902 38,902  38,902 
 自己株式の取得     △13,067 △13,067 
 自己株式の消却     13,147 － 
 自己株式の処分     291 233 

 
固定資産圧縮積立金取崩 
（前期分） 

△200  200 －  － 

 
固定資産圧縮積立金取崩 
（当期分） 

△770  770 －  － 

 別途積立金の積立  25,000 △25,000 －  － 
当事業年度の変動額合計 △970 25,000 6,216 30,245 370 17,411 
平成 18 年 12 月 31 日残高 1,431 65,000 43,260 109,691 △16,946 434,790 

 

評価・換算差額等  

その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 

評価・換算差額等 

合計 

純資産合計 

平成 17 年 12 月 31 日残高 16,310 － 16,310 433,689 
当事業年度の変動額     
 剰余金の配当    △8,607 
 役員賞与の支給    △49 
 当期純利益    38,902 
 自己株式の取得    △13,067 
 自己株式の消却    － 
 自己株式の処分    233 

 
固定資産圧縮積立金取崩 
（前期分） 

   － 

 
固定資産圧縮積立金取崩 
（当期分） 

   － 

 別途積立金の積立    － 

 
株主資本以外の項目の 
当事業年度の変動額（純額） 

△1,802 △28 △1,830 △1,830 

当事業年度の変動額合計 △1,802 △28 △1,830 15,581 
平成 18 年 12 月 31 日残高 14,508 △28 14,480 449,270 
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［重要な会計方針］ 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 
(1)子会社株式及び関連会社株式･･･移動平均法に基づく原価法 
(2)その他有価証券 
①時価のあるもの･･･期末決算日前一ヶ月の市場価格等の平均価格に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
②時価のないもの･･･移動平均法に基づく原価法 
 

２．デリバティブの評価基準及び評価方法 
   時価法 

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法 
(1)商品、製品及び半製品･･･総平均法に基づく原価法 
(2)原材料、貯蔵品･････････移動平均法に基づく原価法 

４．固定資産の減価償却の方法(*) 
(1)有形固定資産 
①生産設備･･･････････････････････････････････････････････定額法 
②物流設備ほか（平成 10 年 4月 1日以降取得の建物(**)）････定額法 
③上記以外の物流設備ほか･････････････････････････････････定率法 

(2)無形固定資産･･････････････････････････････････････････････定額法(***) 
(*)耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
(**)ただし、建物附属設備は除く。 
(***)ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法 

５．引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につきましては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権につきましては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2)退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当会計期
間末において発生していると認められる額を計上しております。 
数理計算上の差異は、発生時の翌会計期間から従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）によ
る定額法によって処理しております。 
過去勤務債務は、発生時から従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法によって
処理しております。 

(3)賞与引当金 
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込み額のうち、当会計期間に対応する見積額を計上しておりま
す。 

(4)役員賞与引当金 
役員の賞与の支給に充てるため、支給見込み額のうち、当会計期間に対応する見積額を計上しております。 

(5)役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当会計期間末要支給額を計上しております。 

６．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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７．重要なヘッジ会計の方法 
(1)ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジによって行うこととしております。 
金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、特例処理を行っております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段･･････金利スワップ取引 
ヘッジ対象･･････借入金利息 

(3)ヘッジ方針 
デリバティブ取引は、為替相場変動や金利変動のリスク回避、資金調達コストの削減を目的として利用し
ており、実需に基づかない投機目的の取引及びレバレッジ効果の高いデリバティブ取引は行わない方針で
あります。 

(4)ヘッジの有効性の評価 
ヘッジの有効性については、ヘッジ対象とヘッジ手段について、相場変動額をヘッジ期間全体にわたり比
較し、有効性を評価しております。なお、特例処理を採用している金利スワップについては、その判定を
以ってヘッジの有効性の判定に代えております。 

８．消費税等の会計処理 
消費税等は税抜方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消費税等については、全額費用とし
て処理しております。 

 
 

［会計処理の変更］ 

１．固定資産の減損に係る会計基準 
当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見
書」（企業会計審議会 平成 14 年 8 月 9 日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会
計基準委員会 平成 15 年 10 月 31 日 企業会計基準適用指針第 6号）を適用しております。この変更によ
り税引前当期純利益は 3,238 百万円減少しております。 
なお、減損損失累計額につきましては、各資産の金額から直接控除しております。 

２．役員賞与に関する会計基準 
当事業年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年 11 月 29 日 企業会計基
準第 4号）を適用しております。この変更による損益への影響は軽微であります。 

３．退職給付に係る会計基準 
当事業年度から「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準委員会 平成 17 年 3月 16 日 企
業会計基準第 3 号）及び「『退職給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準委員
会 平成 17 年 3月 16 日 企業会計基準適用指針第 7号）を適用しております。 
この変更による損益への影響は軽微であります。 

４．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等 
当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12
月 9 日 企業会計基準第 5号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企
業会計基準委員会 平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準適用指針第 8号）を適用しております。 
これによる損益への影響はありません。 
従来の「資本の部」の合計に相当する金額は 449,298 百万円であります。 
なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借対照表の純資産の部については、改正後の
財務諸表等規則により作成しております。 
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［注記事項］ 

（貸借対照表関係）                            （金額単位：百万円） 
 当事業年度 前事業年度 増減（△印減） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 453,038 421,858   31,179  
２．担保資産及び担保付債務    
   担保に供している資産の額    
 土 地 13,332 ― 13,332  
   対応する債務の額    
 長 期 借 入 金 3,625 ― 3,625  

３．期末日満期手形   

期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理をしております。従って当期末日及び前期末日は金融機

関の休業日のため、次の通り期末日満期手形が期末残高に含まれております。 

受取手形 58 153 △95  

支払手形 15 10 4  

４．偶発債務    

 (1)借入金等に対する保証債務等    

保証債務 33,061 33,709 △647  

保証予約 20 60 △40  

経営指導念書等 1,203 3,625 △2,421  

 (2)デリバティブ取引に対する保証債務等   

保証債務 契約額等 6,000 6,000 ―  

 評価損益 1 △36 38  

経営指導念書等 契約額等 3,000 3,000 ―  

 評価損益 △173 △212 38  
 （注）上記デリバティブ取引は、連結子会社の借入金等に関する金利変動リスクを回避する目的のものであり

ます。 
 

（損益計算書関係） 
１．減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて、減損損失を計上いたしました。 

用途 場所 種類 

賃貸用資産 東京都墨田区 他 1件 土地、建物及び構築物 

遊休資産 広島県安芸高田市 土地 

当社は、原則として工場等事業所ごとに区分し、キャッシュ・フローの相互補完性を考慮しながらグルー

ピングを決定しております。なお、賃貸用資産や遊休資産については、個別の物件ごとにグルーピングし

ております。また、本社・厚生施設等については独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共

用資産としております。 

賃貸用資産については、帳簿価額に比し著しく時価が下落し、投資額の回収が困難と見込まれたことから、

また、遊休資産については帳簿価額に比し著しく時価が下落し、今後の活用の目処がないことから、帳簿

価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（3,238 百万円、うち土地 2,853 百万円、建物及び

構築物 384 百万円）として特別損失に計上しております。 

なお、回収可能価額は、正味売却価額または使用価値により測定しており、正味売却価額は主として不動

産鑑定評価基準に基づいた不動産鑑定士からの評価額を、使用価値については将来キャッシュ・フローを

4.3％で割り引いて算定しております。 
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（株主資本等変動計算書関係） 
当事業年度（平成 18 年 1月 1日～平成 18 年 12 月 31 日） 

自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 15,494,757 7,646,104 10,252,461 12,888,400 

  （変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次の通りであります。  

 単元未満株の買取による増加 

 自己株式の取得による増加 

41,604 株 

7,604,500 株 

減少数の内訳は、次の通りであります。  

 単元未満株の買増請求による減少 2,561 株 

 ストック・オプション行使による減少 249,900 株 

自己株式の消却による減少 10,000,000 株 

  

（リース取引関係） 
有価証券報告書においてＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

（有価証券関係） 
当事業年度末（平成 18 年 12 月 31 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                 （金額単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 50,173 66,281 16,107 

合計 50,173 66,281 16,107 

 

前事業年度末（平成 17 年 12 月 31 日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの                 （金額単位：百万円） 

区分 貸借対照表計上額 時価 差額 

子会社株式 7,104 37,945 30,840 

合計 7,104 37,945 30,840 
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（税効果会計関係） 
当事業年度 

(平成18年12月31日) 
前事業年度 

(平成17年12月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
(繰延税金資産) 百万円 
 貸倒引当金損金算入限度超過額 5,006 
 賞与引当金否認 488 
 退職給付引当金損金算入限度超過額 9,283 
 未払事業税否認          1,938 
 子会社株式評価損否認 7,060 
 関係会社整理損失         1,082 
 土地評価損否認 229 
 減価償却費損金算入限度超過額 389 
 退職給付信託設定損否認 1,470 
 投資有価証券評価損否認 4,337 
 子会社出資金評価損否認 2,790 
 減損損失 1,301 
 繰延資産償却費損金算入限度超過額 212 
 固定資産見積撤去費用否認 544 
 その他 1,914 
 繰延税金資産小計 38,050 
 評価性引当額 △14,920 
繰延税金資産合計 23,130  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 
(繰延税金資産) 百万円 
 貸倒引当金損金算入限度超過額 6,576 
 賞与引当金否認 352 
 退職給付引当金損金算入限度超過額 10,529 
 子会社株式評価損否認 8,153 
 土地評価損否認 635 
 減価償却費損金算入限度超過額 435 
 退職給付信託設定損否認 1,470 
 投資有価証券評価損否認 4,211 
 子会社出資金評価損否認 1,352 
 繰延資産償却費損金算入限度超過額 438 
 固定資産見積撤去費用否認 779 
 その他 1,991 
 繰延税金資産小計 36,927 
 評価性引当額 △13,745 
繰延税金資産合計 23,182  

(繰延税金負債)  
 固定資産圧縮積立金 △969 
 その他有価証券評価差額金 △9,830 
繰延税金負債合計 △10,800 
繰延税金資産の純額 12,330 

  

(繰延税金負債)  
 固定資産圧縮積立金 △1,491 
 その他有価証券評価差額金 △11,051 
 その他 △96 
繰延税金負債合計 △12,640 
繰延税金資産の純額 10,542 

  
２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率  40.4％ 

(調整)  
 交際費等永久に損金に算入 
 されない項目   2.2％ 

 評価性引当額 1.7％ 
 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 △0.3％ 

 税額控除 △1.0％ 

 その他 0.6％ 

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率 43.6％ 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％ 

(調整)  
 交際費等永久に損金に算入 
 されない項目 2.4％ 

 評価性引当額 0.8％ 
 受取配当金等永久に益金に 
 算入されない項目 △0.1％ 

 税額控除 △1.3％ 

 その他 0.2％ 

税効果会計適用後の法人税等の 
負担率 42.4％ 
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（1株当たり情報） 
当事業年度 前事業年度  

自平成 18 年  1 月 1 日 
至平成 18 年 12 月 31 日 

自平成 17 年  1 月 1 日 
至平成 17 年 12 月 31 日 

1 株当たり純資産額 954.48 円 907.02 円 
1 株当たり当期純利益 81.69 円 73.41 円 
潜在株式調整後 
1 株当たり当期純利益 81.54 円 72.33 円 

 （注）算定上の基礎 
１．1株当たり純資産額 

当事業年度 前事業年度  

自平成 18 年  1 月 1 日 
至平成 18 年 12 月 31 日 

自平成 17 年  1 月 1 日 
至平成 17 年 12 月 31 日 

貸借対照表の純資産の部の合計額 
（百万円） 

449,270 ― 

普通株式に係る純資産額    （百万円） 449,270 ― 

貸借対照表の純資産の部の合計額と1株当た
り純資産額の算定に用いられた普通株式に
係る会計年度末の純資産額との差額の主な
内訳             （百万円） 

― ― 

普通株式の発行済株式数      （株） 483,585,862 ― 

普通株式の自己株式数       （株） 12,888,400 ― 

1 株当たり純資産額の算定に用いられた普通
株式の数             （株） 

470,697,462 ― 

２．1株当たり当期純利益及び潜在株式調整後 1株当たり当期純利益 
当事業年度 前事業年度  

自平成 18 年  1 月 1 日 
至平成 18 年 12 月 31 日 

自平成 17 年  1 月 1 日 
至平成 17 年 12 月 31 日 

損益計算書上の当期純利益   （百万円） 38,902 35,498 

普通株式に係る当期純利益   （百万円） 38,902 35,449 

普通株式に帰属しない金額の主要な内訳 
               （百万円） 

  

 利益処分による役員賞与金 ― 49 

普通株式の期中平均株式数     （株） 476,241,763 482,858,405 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定
に用いられた当期純利益調整額の主要な内
訳              （百万円） 

  

  ― 119 

当期純利益調整額  （百万円） ― 119 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定
に用いられた普通株式増加数の主要な内訳 
                 （株） 

  

 転換社債 ― 8,390,704 
 新株予約権 512,455 309,251 
 新株引受権等 317,724 180,154 

普通株式増加数    （株） 830,179 8,880,109 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
1株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要 
                 （株） 

第 82 回総会で決議された新株の予
約権の行使により発行すべき株式
数 

620,000 

第 81 回総会で決議された新株の予
約権の行使により発行すべき株式
数 

600,000 
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（部門別売上高の状況） 
 

当事業年度 前事業年度 

自平成 18 年  1 月 1 日 
至平成 18 年 12 月 31 日 

自平成 17 年  1 月 1 日 
至平成 17 年 12 月 31 日 

 

金額（百万円） 金額（百万円） 

増減率（％） 

（△印減） 

ビ ー ル 718,169 726,226 △1.1％ 

発 泡 酒 108,561 147,387 △26.3％ 

新 ジ ャ ン ル 67,162 45,858 46.5％ 

焼 酎 57,177 55,087 3.8％ 

低 ア ル コ ー ル 飲 料 32,741 32,690 0.2％ 

洋 酒 27,436 28,219 △2.8％ 

ワ イ ン 15,064 14,433 4.4％ 

そ の 他 の 酒 類 等 2,896 2,921 △0.9％ 

不 動 産 1,852 1,336 38.6％ 

合  計 1,031,060 1,054,161 △2.2％ 
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アサヒビール株式会社 
 

役員人事について 
 
 

平成１９年２月６日の取締役会において、下記の通り役員人事が内定いたしましたのでご連絡申し上

げます。 
記 

 
１. ３月２７日開催の定時株主総会において、次の通り選任、退任予定 

＜新任取締役候補者＞ 
大 澤 正 彦 （現 常務執行役員 中国本部長 兼 中国代表部代表） 
小 路 明 善 （現 アサヒ飲料株式会社 専務取締役） 
岩 上   伸 （現 執行役員 生産本部長） 

＜注＞・取締役に就任予定の大澤正彦氏は、同日付の取締役会で常務取締役（常務執行役員 
兼務）に就任予定。 

・取締役に就任予定の小路明善氏は、同日付の取締役会で常務取締役（常務執行役員 
兼務）に就任予定。 

・取締役に就任予定の岩上伸氏は、同日付の取締役会で常務取締役（常務執行役員兼務）

に就任し、引き続き生産本部長を継続予定。 
 

＜新任常勤監査役候補者＞ 
後 藤 義 弘 （現 専務取締役 兼 専務執行役員） 

 
＜取締役退任予定者＞ 

後 藤 義 弘 （現 専務取締役 兼 専務執行役員） 
大 原 清 明 （現 専務取締役 兼 専務執行役員） 
川 村   光 （現 常務取締役 兼 常務執行役員） 
野 中 ともよ （現 社外取締役） 

＜注＞・取締役を退任する後藤義弘氏は、常勤監査役に就任予定。 
・取締役を退任する大原清明氏は、株式会社中央アド新社取締役会長に就任予定。 
・取締役を退任する川村光氏は、アサヒフードアンドヘルスケア株式会社専務取締役に 
就任予定。 

 
＜監査役退任予定者＞ 

藤 田   博 （現 常勤監査役） 
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２． ３月２７日開催の取締役会において、次のとおり昇任、選任、辞任、異動予定 
＜取締役昇任予定者＞ 

専 務 取 締 役  西 野 伊 史 （現 常務取締役 兼 常務執行役員） 
（兼 専務執行役員） 
 
常 務 取 締 役  本 山 和 夫 （現 取締役 兼 執行役員） 
（兼 常務執行役員） 

 
＜執行役員昇任予定者＞ 

常 務 執 行 役 員  松 延   章 （現 執行役員 茨城統括工場長） 
常 務 執 行 役 員  高 橋 成 公 （現 執行役員 首都圏本部副本部長 
                            兼 東京支社長） 
常 務 執 行 役 員  高 橋   修 （現 執行役員 北陸地区本部長） 

＜注＞・常務執行役員に昇任する松延章氏は、引き続き現職を継続予定。 
・常務執行役員に昇任する高橋成公氏は、引き続き現職を継続予定。 
・常務執行役員に昇任する高橋修氏は、引き続き現職を継続予定。 

 
＜新任執行役員候補者＞ 

秀 島 教 文 （現 理事 吹田統括工場長） 
森 江 直 樹 （現 理事 広域営業本部長） 
内 藤 規 夫 （現 理事 酒類本部副本部長 兼 流通部長） 
金 谷 高 義 （現 理事 生産本部副本部長 兼 生産部長 
               兼 ビール生産担当部長） 
森   俊 夫 （現 理事 Ｒ＆Ｄ本部副本部長 兼 事業開発研究所長） 

＜注＞・執行役員に就任する秀島教文氏は、引き続き現職を継続予定。 
・執行役員に就任する森江直樹氏は、引き続き現職を継続予定。 
・執行役員に就任する内藤規夫氏は、中国本部副本部長兼北京ビール朝日有限公司総経理

に就任予定。 
・執行役員に就任する金谷高義氏は、引き続き現職を継続予定。 
・執行役員に就任する森俊夫氏は、引き続き現職を継続予定。 

 
＜執行役員辞任予定者＞ 

三 谷   昌 （現 執行役員 品質保証部長） 
仁 平   進 （現 執行役員 業務システム・物流システム担当） 

＜注＞・執行役員を辞任する三谷昌氏は、生産本部顧問（吹田工場駐在）に就任予定。 
・執行役員を辞任する仁平進氏は、アサヒ飲料株式会社常務取締役に就任予定。 
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＜執行役員異動予定者＞ 

常務執行役員 岩 崎 次 弥  中国本部長 兼 中国代表部代表 
                （現 中国本部副本部長 
                    兼 北京ビール朝日有限公司総経理） 
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取締役候補者（新任） 

 
氏  名   大澤 正彦（オオサワ マサヒコ） 
生年月日   昭和２１年 １月２８日（６１歳） 
経  歴   昭和４３年 ４月  当社入社 
       平成 元年 ９月  名古屋工場総務部長 
       平成 ２年 ９月  横浜支社総務部長 
       平成 ３年 ９月  横浜支社 副支社長 兼 総務部長  
       平成 ４年 ９月  東京工場 副工場長 
       平成 ５年 ６月  物流部 副部長 兼 物流管理課長 
       平成 ７年 ９月  佐賀支店長 兼 業務部長 兼 営業部長 
       平成 ８年 ９月  佐賀支店長 兼 業務部長 
       平成１０年 ３月  理事 佐賀支店長 兼 業務部長 
       平成１０年 ９月  理事 広島支社長 
       平成１１年 ９月  理事 中国地区本部 副本部長 兼 広島支社長 
       平成１２年 ３月  執行役員 物流システム本部長 
       平成１３年 ９月  朝日ビール（上海）産品服務有限公司 総経理 
       平成１４年 ９月  常務執行役員 中国代表部 代表 
       平成１７年 １月  常務執行役員 中国事業本部長 兼 中国代表部 代表 
       平成１７年１０月  常務執行役員 中国本部長 兼 中国代表部 代表 
                 （現在に至る） 
 
 
氏  名   小路 明善（コウジ アキヨシ） 
生年月日   昭和２６年１１月 ８日（５５歳） 
経  歴   昭和５０年 ４月  当社入社 
       平成 ５年 ６月  東京支社特約店営業部長 
       平成 ７年 ９月  人事部人事課長 
       平成 ８年 ９月  人事部次長 兼 人事課長 
       平成１０年 ９月  人材高度化推進部人事課長 
       平成１２年 ３月  人事戦略部長 
       平成１３年 ９月  執行役員 経営戦略・人事戦略・事業計画推進担当 
       平成１４年 ３月  執行役員 経営戦略・人事戦略・事業計画推進・広報担当 
       平成１４年 ９月  執行役員 飲料事業担当 
       平成１５年 ３月  アサヒ飲料株式会社 常務取締役 企画本部長 
       平成１８年 ３月  アサヒ飲料株式会社 専務取締役 企画本部長 
                 （現在に至る） 
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氏  名   岩上 伸（イワカミ シン） 
生年月日   昭和２４年 ５月１８日（５７歳） 
経  歴   昭和４７年 ４月  当社入社 
       平成 元年 ９月  東京工場醸造部長 
       平成 ５年 １月  技術開発部 課長 
       平成 ５年 ９月  技術開発部 次長 
       平成 ７年 ９月  技術開発部 副部長 
       平成 ８年 ９月  海外技術部 副部長 
       平成 ８年１０月  北京中策北京ビール有限公司 副総経理 
       平成１０年 １月  北京中策北京ビール有限公司 副総経理 
                 兼 中国代表部 生産担当部長 
       平成１１年 ３月  理事 北京中策北京ビール有限公司 副総経理 
                 兼 中国代表部 生産担当部長 
       平成１１年 ９月  理事 東京工場 副工場長 兼 品質管理部長 
       平成１２年 ３月  理事 名古屋工場長 
       平成１３年 ９月  理事 生産部長 
       平成１４年 ９月  理事 生産第一部長 
       平成１５年 ９月  理事 生産事業本部 副本部長 兼 生産第一部長 
       平成１６年 ３月  執行役員 生産事業本部長 
       平成１７年１０月  執行役員 生産本部長 
                 （現在に至る） 
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監査役候補者（新任） 

 
氏  名   後藤 義弘（ゴトウ ヨシヒロ） 
生年月日   昭和１９年１０月２０日（６２歳） 
経  歴   昭和４２年 ４月  当社入社 
       昭和５９年 ８月  経営企画部主計課長 
       昭和６３年 ９月  経営企画部 次長 兼 主計課長 
       平成 ２年 ９月  アサヒビール飲料株式会社 
       平成 ８年 ３月  理事 アサヒビール飲料株式会社 
       平成 ９年 ９月  理事 福岡支社長 
       平成１１年 ３月  取締役 福岡支社長 
       平成１１年 ９月  取締役 監査部長 
       平成１２年 ３月  執行役員 監査部長 
       平成１４年 ３月  常務執行役員 財務・会計・秘書・総務担当 
       平成１４年 ９月  常務執行役員 人事・財務・総務担当 
       平成１５年 ９月  常務執行役員 管理本部長 
       平成１６年 ３月  専務取締役 兼 専務執行役員 管理本部長 
       平成１７年１０月  専務取締役 兼 専務執行役員 
                 （現在に至る） 
 
 

以 上 

 


